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【表紙】
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【事務連絡者氏名】 総務部長  桑原 豊 
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【事務連絡者氏名】 総務部長  桑原 豊 

【縦覧に供する場所】 大林道路株式会社 大阪支店 

（大阪市北区西天満１丁目２番５号） 
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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

３．第79期第２四半期連結累計（会計）期間、第80期第２四半期連結会計期間及び第79期の潜在株式調整後１株

当たり四半期(当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

４．第80期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回  次 
第79期

第２四半期 
連結累計期間 

第80期
第２四半期 
連結累計期間 

第79期
第２四半期 

連結会計期間 

第80期 
第２四半期 
連結会計期間 

第79期

会計期間 

自 平成21年
４月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成22年
４月１日 

至 平成22年 
９月30日 

自 平成21年
７月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成22年 
７月１日 

至 平成22年 
９月30日 

自 平成21年
４月１日 

至 平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  30,627  38,550  16,958  21,656  91,627

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 951  △466  819  167  3,102

四半期(当期）純利益又は四半期純

損失（△）（百万円） 
 468  △315  431  115  1,672

純資産額（百万円） － －  23,412  23,998  24,621

総資産額（百万円） － －  72,191  62,113  78,628

１株当たり純資産額（円） － －  502.62  515.33  528.64

１株当たり四半期(当期）純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金

額(△）（円） 

 10.06  △6.77  9.27  2.48  35.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  32.43  38.64  31.31

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
 6,060  △458 － －  5,836

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
 △689  △338 － －  △1,228

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
 △783  △387 － －  △1,336

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  14,493  11,992  13,179

従業員数（人） － －  1,134  1,111  1,115
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

(1）連結会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員（１人当たり

週40時間換算）を外数で記載している。 

(2）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人員（１人当たり週40

時間換算）を外数で記載している。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,111  (221)

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,098  (221)
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「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

(1）受注実績 

当第２四半期連結会計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

(2）売上実績 

当第２四半期連結会計期間の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

  

(3）売上にかかる季節的変動について 

建設事業においては、契約により工事の完成引渡し及び施工が第４四半期連結会計期間に集中しているため、第

１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工

事高が著しく多くなるといった季節的変動がある。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

建設事業（百万円）  18,854  －

製造・販売他事業（百万円）  3,463  －

合計（百万円）  22,317  －

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

建設事業（百万円）  18,193  －

製造・販売他事業（百万円）  3,463  －

合計（百万円）  21,656  －
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なお、提出会社に係る受注、売上高が当社グループの受注、売上高の大半を占めているので、参考のため提出会社

個別の事業の状況を示すと次のとおりである。 

  

(1）建設事業における状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高 

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減があるものについては、期中受注工事

高にその増減額を含む。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。 

  

② 受注工事高 

③ 完成工事高 

期別 区別 
期首繰越
工 事 高 
(百万円) 

期中受注
工 事 高 
(百万円) 

合計
(百万円) 

期中完成 
工 事 高 
(百万円) 

期末繰越
工 事 高 

（百万円） 

  
前第２四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日） 

アスファルトコンクリート舗装 24,474 18,956  43,430  14,786 28,644

セメントコンクリート舗装 4,057 1,872  5,929  993 4,935

土木工事 10,417 11,808  22,226  8,217 14,008

建築工事 402 1  404  404 －

合計 39,351 32,639  71,990  24,401 47,589

  
当第２四半期累計期間 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日） 

アスファルトコンクリート舗装 26,629 19,498  46,127  22,565 23,562

セメントコンクリート舗装 1,230 1,288  2,518  1,586 932

土木工事 8,287 9,769  18,057  8,053 10,003

建築工事 － 577  577  85 491

合計 36,147 31,132  67,280  32,290 34,989

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日） 

アスファルトコンクリート舗装 24,474 48,264  72,738  46,109 26,629

セメントコンクリート舗装 4,057 3,489  7,547  6,316 1,230

土木工事 10,417 21,298  31,715  23,428 8,287

建築工事 402 1  404  404 －

合計 39,351 73,054  112,405  76,258 36,147

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間 

(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

アスファルトコンクリート舗装  5,185  5,911  11,096

セメントコンクリート舗装  407  108  516

土木工事  1,387  4,424  5,812

合計  6,981  10,444  17,425

当第２四半期会計期間 

(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

アスファルトコンクリート舗装  6,080  6,057  12,138

セメントコンクリート舗装  206  139  346

土木工事  1,687  4,139  5,826

建築工事  －  495  495

合計  7,974  10,831  18,806

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間 

(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

アスファルトコンクリート舗装  2,014  5,632  7,647

セメントコンクリート舗装  728  71  800

土木工事  915  4,275  5,190

合計  3,658  9,979  13,637

当第２四半期会計期間 

(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

アスファルトコンクリート舗装  6,401  6,288  12,690

セメントコンクリート舗装  1,224  110  1,335

土木工事  772  3,351  4,123

建築工事  －  19  19

合計  8,398  9,770  18,168
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④ 繰越工事高（平成22年９月30日現在） 

(2）製造・販売他事業における状況 

販売状況 

（注） その他売上高は、シーロフレックス、再生製品等の販売によるものである。 

(3）主要顧客の状況 

売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。 

  

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

アスファルトコンクリート舗装  15,107  8,454  23,562

セメントコンクリート舗装  604  327  932

土木工事  3,484  6,519  10,003

建築工事  －  491  491

合計  19,196  15,793  34,989

期別 

アスファルト合材
その他売上高 
（百万円） 

売上高合計
（百万円） 売上数量

（千トン） 
売上高

（百万円） 

前第２四半期会計期間 

（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

 287  2,382  858  3,240

当第２四半期会計期間 

（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

 285  2,453  1,010  3,463

前事業年度 

（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

 1,295  11,007  4,135  15,142

相手先 

前第２四半期会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

株式会社大林組  3,374  20.0  2,935  13.6

国土交通省  1,208  7.2  3,033  14.0
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものである。 

(1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界景気の回復を背景とした輸出の緩やかな増加や企業収益

の改善、エコカー減税をはじめとする各種政策効果により景気は回復傾向にあったが、政策効果の剥落や円高が及

ぼす悪影響に対する警戒感が当会計期間末にかけて強まり、また、デフレ傾向が続き失業率も高水準にあるなど依

然として厳しい状況にあった。 

道路建設業界においては、民間設備投資は横ばいで推移し、公共投資も関連予算の削減により総じて低調であっ

たことから、受注競争が激化するという状況にあった。 

このような情勢の下で、当社グループは工事受注量及び製品販売量の確保に努めた結果、当第２四半期連結会計

期間の受注高は223億１千７百万円（前年同四半期比7.8％増）、売上高は216億５千６百万円（前年同四半期比

27.7％増）となった。 

利益については、建設事業における受注競争の激化により利益率が低下したこと、また、製造・販売他事業にお

いてアスファルト等の原材料価格の上昇による売上利益の減少により、売上総利益は13億３千７百万円（前年同四

半期比31.7％減）、経常利益は１億６千７百万円（前年同四半期比79.6％減）となった。 

四半期純利益については、１億１千５百万円（前年同四半期比73.2％減）となった。 

セグメントの業績は、次のとおりである。 

（建設事業） 

当社グループの主要部門であり、当第２四半期連結会計期間の受注高は188億５千４百万円、完成工事高は181

億９千３百万円、営業利益は１億７千８百万円となった。 

なお、工事の完成引渡し及び施工が第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間か

ら第３四半期連結会計期間における売上高および売上総利益は、第４四半期連結会計期間と比し低調になるとい

った季節的変動がある。 

（製造・販売他事業） 

当第２四半期連結会計期間のアスファルト合材その他の製造販売は、売上高は34億６千３百万円、営業利益は

５億１千６百万円となった。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に仕入債務及び未成工

事受入金の減少により営業活動によるキャッシュ・フローが減少した結果、第１四半期連結会計期間末と比較して

50億８百万円減少し、119億９千２百万円（前年同四半期比17.3％減）となった。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、工事の完成引渡し及び施工が第４

四半期連結会計期間に集中するといった季節的変動により工事施工高と売上高が低調な時期であるため、仕入債

務及び未成工事受入金が減少したことにより、48億４千３百万円のマイナス（前年同四半期は４千４百万円のマ

イナス）となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、建設機械の購入及びアスファルト

混合所設備の更新等の固定資産の取得に伴う支出により、８千１百万円のマイナス（前年同四半期は３億８千５

百万円のマイナス）となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、主にリース債務の返済により、８

千２百万円のマイナス（前年同四半期は２千１百万円のマイナス）となった。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。 

(4）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間における当社の研究開発活動の金額は、４千９百万円である。 

また、当第２四半期連結会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

なお、子会社においては、研究開発活動は行われていない。 

(5）当第２四半期連結会計期間末の財政状態の分析 

① 資産の部 

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、工事の完成引渡し及び施工が第４四半期連結会計期間に集中する

といった季節的変動要因により売上高が低調な時期であることと売上債権の回収が順調に推移したことにより、

「受取手形・完成工事未収入金等」が減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ165億１千４百万円減の

621億１千３百万円となった。 

② 負債の部 

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、工事の完成引渡し及び施工が第４四半期連結会計期間に集中する

といった季節的変動要因により工事施工高と売上高が低調な時期であるため、「支払手形・工事未払金等」が減

少したことなどから、前連結会計年度末に比べ158億９千２百万円減の381億１千４百万円となった。 

③ 純資産の部 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度の利益処分に加え四半期純損失を計上したこと

から、前連結会計年度末に比べ６億２千２百万円減の239億９千８百万円となった。 
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はな

い。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項なし。 

該当事項なし。 

該当事項なし。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  80,000,000

計  80,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月９日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  46,818,807  46,818,807 東京証券取引所市場第一部 
単元株式数 

1,000株 

計  46,818,807  46,818,807 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  46,818,807  －  6,293  －  6,095
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（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大林組 東京都港区港南２丁目15－２  18,746  40.04

コスモ石油株式会社 東京都港区芝浦１丁目１－１  1,679  3.58

大林道路従業員持株会 東京都墨田区堤通１丁目19－９  1,652  3.52

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６  926  1.97

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８―11  854  1.82

シービーエヌワイデイエフエイ

インターナショナルキャップバ

リューポートフォリオ 

（常任代理人シティバンク銀行

株式会社） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA 

90401 USA 

（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

 844  1.80

大林道路柏友持株会 東京都墨田区堤通１丁目19－９  743  1.58

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３  663  1.41

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１  516  1.10

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２  507  1.08

計 －  27,133  57.95
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

 249,000
－ 単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 46,107,000
 46,107 同上 

単元未満株式 
普通株式 

 462,807
－ 一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数  46,818,807 － － 

総株主の議決権 －  46,107 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

大林道路株式会社 
東京都墨田区堤通 

１丁目19番９号 
 249,000 －  249,000  0.53

計 －  249,000 －  249,000  0.53

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  235  218  206  188  177  161

最低（円）  207  182  180  173  135  141

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載している。 

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,992 13,179

受取手形・完成工事未収入金等 22,104 33,760

有価証券 20 －

販売用不動産 16 17

未成工事支出金 ※3  4,387 ※3  7,954

材料貯蔵品 433 423

その他 2,239 2,308

貸倒引当金 △43 △48

流動資産合計 41,149 57,595

固定資産   

有形固定資産   

土地 11,606 11,766

その他（純額） ※1  5,701 ※1  5,490

有形固定資産合計 17,308 17,256

無形固定資産 236 252

投資その他の資産   

その他 3,926 4,055

貸倒引当金 △507 △531

投資その他の資産合計 3,419 3,524

固定資産合計 20,963 21,033

資産合計 62,113 78,628
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 20,413 31,164

短期借入金 5,300 5,300

未払法人税等 98 1,067

未成工事受入金 2,358 5,508

完成工事補償引当金 139 77

工事損失引当金 ※3  673 ※3  1,048

その他 2,810 3,554

流動負債合計 31,793 47,720

固定負債   

再評価に係る繰延税金負債 1,993 2,044

退職給付引当金 4,113 4,009

その他 213 231

固定負債合計 6,321 6,285

負債合計 38,114 54,006

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,293 6,293

資本剰余金 6,095 6,095

利益剰余金 11,716 12,237

自己株式 △51 △50

株主資本合計 24,054 24,576

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 53 80

土地再評価差額金 △109 △34

評価・換算差額等合計 △56 45

純資産合計 23,998 24,621

負債純資産合計 62,113 78,628
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 30,627 38,550

売上原価 ※1  27,254 ※1  36,616

売上総利益 3,372 1,934

販売費及び一般管理費 ※2  2,337 ※2  2,366

営業利益又は営業損失（△） 1,034 △432

営業外収益   

受取利息 5 4

受取配当金 2 3

受取手数料 4 －

技術指導料 6 －

デリバティブ評価益 － 11

その他 3 9

営業外収益合計 22 28

営業外費用   

支払利息 57 38

持分法による投資損失 30 15

その他 17 9

営業外費用合計 105 63

経常利益又は経常損失（△） 951 △466

特別利益   

固定資産売却益 2 3

貸倒引当金戻入額 25 5

その他 1 0

特別利益合計 29 9

特別損失   

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 19 9

事務所移転費用 6 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 12

その他 1 5

特別損失合計 28 27

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

952 △485

法人税、住民税及び事業税 152 47

法人税等調整額 330 △217

法人税等合計 483 △170

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △315

四半期純利益又は四半期純損失（△） 468 △315
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 16,958 21,656

売上原価 ※1  14,999 ※1  20,319

売上総利益 1,958 1,337

販売費及び一般管理費 ※2  1,093 ※2  1,145

営業利益 864 191

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 0 0

受取手数料 2 2

技術指導料 2 －

その他 2 2

営業外収益合計 10 8

営業外費用   

支払利息 24 16

持分法による投資損失 19 9

その他 11 6

営業外費用合計 55 33

経常利益 819 167

特別利益   

固定資産売却益 2 3

その他 1 0

特別利益合計 3 3

特別損失   

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 4 2

事務所移転費用 6 1

その他 － 0

特別損失合計 10 4

税金等調整前四半期純利益 812 165

法人税、住民税及び事業税 133 21

法人税等調整額 247 28

法人税等合計 381 50

少数株主損益調整前四半期純利益 － 115

四半期純利益 431 115
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

952 △485

減価償却費 627 642

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21 △29

退職給付引当金の増減額（△は減少） △26 103

受取利息及び受取配当金 △8 △8

支払利息 57 38

持分法による投資損益（△は益） 30 15

売上債権の増減額（△は増加） 14,882 11,691

未成工事支出金の増減額（△は増加） △6,392 3,567

仕入債務の増減額（△は減少） △7,905 △10,751

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,074 △3,149

その他 △459 △1,085

小計 6,811 548

利息及び配当金の受取額 9 15

利息の支払額 △59 △38

法人税等の支払額 △701 △984

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,060 △458

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △669 △538

有形固定資産の売却による収入 2 168

投資有価証券の取得による支出 △20 －

投資有価証券の償還による収入 20 －

その他 △23 31

投資活動によるキャッシュ・フロー △689 △338

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △600 －

リース債務の返済による支出 △41 △107

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △139 △279

財務活動によるキャッシュ・フロー △783 △387

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,585 △1,186

現金及び現金同等物の期首残高 9,908 13,179

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  14,493 ※1  11,992
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用している。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失はそれ

ぞれ０百万円増加し、税金等調整前四半期純損失は、13百万円増加して

いる。 

  

（２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会

計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月

10日）を適用している。 

なお、これによる経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影

響はない。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示している。 

２．前第２四半期連結累計期間まで区分掲記していた「受取手数料」（当第２四半期連結累計期間は４百万円）

は、営業外収益の総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することとし

た。 

３．前第２四半期連結累計期間まで区分掲記していた「事務所移転費用」（当第２四半期連結累計期間は２百万

円）は、特別損失の総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示することとし

た。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法 減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定している。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

ある。 

２ 受取手形割引高は、 百万円である。 

※３ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金のうち、工事損失引当金に対応する額は 百万円

である。 

18,949

188

74

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円で

ある。 

２ 受取手形割引高は、 百万円である。 

※３ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金のうち、工事損失引当金に対応する額は 百万円

である。 

18,497

242

65

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ このうち工事損失引当金繰入額 

  65百万円

※１ このうち工事損失引当金繰入額 

  百万円208

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

従業員給料手当 百万円1,142

貸倒引当金繰入額 百万円18

退職給付費用 百万円95

研究開発費 百万円106

従業員給料手当 百万円1,125

貸倒引当金繰入額 百万円78

退職給付費用 百万円99

研究開発費 百万円95

３ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡し及び施工が

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四

半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

著しく多くなるといった季節的変動がある。 

３         同左 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ このうち工事損失引当金繰入額 

  23百万円

※１ このうち工事損失引当金繰入額 

  百万円187

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。 

従業員給料手当 百万円534

貸倒引当金繰入額 百万円9

退職給付費用 百万円47

研究開発費 百万円56

従業員給料手当 百万円528

貸倒引当金繰入額 百万円24

退職給付費用 百万円49

研究開発費 百万円49

３ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡し及び施工が

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四

半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が

著しく多くなるといった季節的変動がある。 

３         同左 
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 百万円14,493

現金及び現金同等物 百万円14,493

現金及び預金勘定 百万円11,992

現金及び現金同等物 百万円11,992

（株主資本等関係）

普通株式 46,818千株

普通株式 249千株

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  279 ６ 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

(2）各事業区分に属する主要な内容 

建設事業：舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 

製造・販売他事業：アスファルト合材等舗装用材料の製造・販売に関する事業他 

２ 会計処理基準等の変更 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用している。この変更に伴い、従来の方法に比較し

て、当第２四半期連結累計期間の建設事業の売上高が3,332百万円、営業利益が65百万円増加している。

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項なし。 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項なし。 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項なし。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
建設事業
（百万円） 

製造・販売他
事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  13,717  3,240  16,958  －  16,958

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 －  1,554  1,554 (1,554)  －

計  13,717  4,795  18,512 (1,554)  16,958

営業利益  529  820  1,349 (484)  864

  
建設事業
（百万円） 

製造・販売他
事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  24,497  6,129  30,627  －  30,627

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 －  2,801  2,801 (2,801)  －

計  24,497  8,931  33,428 (2,801)  30,627

営業利益  579  1,526  2,106 (1,072)  1,034

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計

期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものである。 

当社グループは、当社に工務部、合材事業部を置き、各部において建設事業、製造・販売他事業に関する

全社的な戦略立案とその推進を行っている。 

したがって、当社グループは、「建設事業」、「製造・販売他事業」の２つを報告セグメントとしてい

る。 

各セグメントの事業概要は以下のとおりである。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,036百万円には、セグメント間取引消去△0百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△1,036百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。 
  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

（注）１．セグメント利益の調整額△503百万円には、セグメント間取引消去△0百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△503百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い提出会社本社の管理部門に係る費用である。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 
  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用している。 

【セグメント情報】

建設事業 ：舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 

製造・販売他事業 ：アスファルト合材等舗装用材料の製造・販売に関する事業他 

  （単位：百万円）

  建設事業
製造・販売
他事業 

合計
調整額 

（注）１ 

四半期連結
損益計算書 
計上額 

（注）２ 

売上高           

外部顧客への売上高  32,314  6,236  38,550 －  38,550

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－  2,458  2,458  △2,458 － 

計  32,314  8,694  41,008  △2,458  38,550

セグメント利益又は損失（△）  △115  720  604  △1,036  △432

  （単位：百万円）

  建設事業
製造・販売
他事業 

合計
調整額 

（注）１ 

四半期連結
損益計算書 
計上額 

（注）２ 

売上高           

外部顧客への売上高  18,193  3,463  21,656 －  21,656

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－  1,416  1,416  △1,416 － 

計  18,193  4,880  23,073  △1,416  21,656

セグメント利益  178  516  695  △503  191
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１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額及び四半期純損失金額 

（注）１株当たり四半期純利益金額及び純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

該当事項なし。 

該当事項なし。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 515.33円 １株当たり純資産額 528.64円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 10.06円 １株当たり四半期純損失金額 6.77円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。 

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は純損失(△）（百万円）  468  △315

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は純損失(△）

（百万円） 
 468  △315

期中平均株式数（千株）  46,586  46,571

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 9.27円 １株当たり四半期純利益金額 2.48円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  431  115

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  431  115

期中平均株式数（千株）  46,583  46,569

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項なし。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月11日

大林道路株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 永 澤 宏 一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 諏訪部   修  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大林道路株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大林道路株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より請負工事に係る収益の計上基準について、「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計

基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

（注）１． 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２． 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月８日

大林道路株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 永 澤 宏 一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 諏訪部    修   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大林道路株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大林道路株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

（注）１． 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２． 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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